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本研究は､1960年代から70年代前半における長野県の高等学校制度の変容を､県の産業構造
の変化と学科の改廃との関連より分析し､全国的な高校の ｢多様化｣の実態との比較の中で､
その特質を検討した｡
はじめに
本稿は､長野県における戦後の高等学校制
度の展開過程に関する報告の第2報である｡
本研究全体のねらい､課題設定は既に前稿(1)
に詳述しているので割愛したい｡
新制高校発足から半世紀､高校教育制度の
軌跡は､およそ四つに時期区分ができるであ
ろう｡第一期は､戦後教育改革の一翼を担い､
高校3原則を掲げて発足した新制高校の成立
まで､第二期は､高度経済成長のもとで職業
教育を中心に学科の多様化が急激に押し進め
られた時期､第三期は､1970年代半ば以降の
多様化の軌道修正と学科の再編､普通科志向
に拍車がかかった時期､そして第四期は､1980
年代半ばから今日に至る､臨教審答申以降の
高校教育の新たな多様化､総合学科等の特色
ある学科 ･学校づ くりの時期である｡
今回は､1960年代から70年代前半までの､
いわゆる高校教育の多様化について長野県の
動向を分析する｡前稿で述べたように､旧制
中等学校の継承と再編によって誕生した長野
県の新制高校は､その成立過程における県立
外学校と県立校との格差､地域別の学科配置､
普通科-の根強い志向など､旧制度の影響を
強く受けながら出発した｡また､既存の旧制
中等学校の存立を前提とした再編は､戦後の
県内の産業構造の大きな変動を見通したもの
とはなりえなかった｡本稿では､①高度経済
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成長下での高校教育政策の動向を概括し､②
長野県の産業構造の変化と高等学校施策との
関連や､③県の職業学科の多様化の諸相を各
高等学校の事例を交えながら分析する｡
1.高校教育の｢多様化｣政策一中央レ
ベルの動向
(1)高等学校制度に対する経済界の要請
戦後の教育制度改革を ｢国情を異にする外
国の諸制度を範とし､徒に理想を追うに急で､
我が国の実情に即しない｣ものとし､｢真に教
育効果をあげることができるような合理的な
教育制度｣を提言したのが､1951年の政令改
正諮問委員会 (吉田茂首相の私的諮問機関)
の ｢教育制度の改革に関する答申｣であった｡
高校制度に対しては､①総合制の分解と普通
課程高校 ･職業課程高校への分経､②学区制
の原則廃止､③職業教育に重点を置く6年制
の高等学校の創設､④中学校､高等学校にお
ける職業教育の充実 ･強化が提言され､それ
は高校 3原則の理念に対し疑義を唱えたもの
であった｡この提言は､私的諮問機関による
参考意見であり､当時厳しい批判を浴びたこ
とから実現には至らなかったが､その後の高
等学校政策に大きな影響を与え､とくに高度
経済成長を遂げる経済界からの要請を直接反
映していく転機となった｡
朝鮮戦争を契機に､飛躍的な経済成長を支
える基盤として､職業教育を充実させ有用な
労働力を確保するために､経済界から高校制
度に対する要望が相次いだ｡日経連は､1952
年に発表した ｢新教育制度の再検討｣(2)にお
いて､｢企業における中堅従業員の養成機関と
してその任務重き実業高等学校本来の面目を
発揮するため､学校の種別および配置を考慮
すると共に教科課程の内容等につきその充実
をはかられたい｣と要望し､1954年の ｢当面
教育制度改善に関する要望｣において､｢中学
校が義務教育なるも出来得れば一部中学校と
実業高校とを一体とした6年制職業教育の高
校制を採用すること｣を提言している｡その
後も､｢新時代の要請に対応する技術教育に関
する意見｣(1956年)､｢科学技術教育振興に関
する意見｣(1957年)など､経済界の需要に応
じた人材確保と職業教育の充実を目指す高校
制度と教育内容への強い要請を打ち出した｡
その後の ｢所得倍増計画にともなう長期教育
計画｣(経済審議会､1960年)に連なるもので
あるが､これらの要望は､60年代の高校の多
様化を方向づける論理を形成していった｡す
なわち､｢まだその 『理念』の実質的な確立が
ほとんどなされないうちに､新制高等学校は､
産業経済の 『復興』や 『振興』､またその中で
の戦後教育､特に職業教育の見直しという『社
会からの要請』によってその当初の構想等と
は異なる方向-と転換を迫られ始めた｣(3)の
である｡
(2)学科 ･教育課程の多様化と ｢総合制｣
の崩壊
新制高校の ｢総合制｣には､上述した ｢外
側｣からの批判だけでなく､その内実にも問
題が生じていた｡総合制高校が旧制中等学校
の伝統を継承し､統合 ･再編によって誕生し
ただけに､その施設 ･設備､教員の確保に相
当の無理が生じていたのである｡(4)また､多
様な生徒の要求や自由な選択に応ずる教育課
程の編成やそれを可能にする学校経営は未だ
緒についたばかりであった｡
1951年の ｢産業教育振興法｣は､国庫補助
による職業教育の条件整備を図るものであっ
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たが､その ｢補助基準｣に適合するために､
｢総合制｣を解体し､職業高校の独立や単独
設置が顕著となった｡一方､大学進学-の優
位から普通科偏重に更に拍車がかかりつつあ
った｡｢総合制｣が意図した普/職の共存と生
徒の自由な科目選択は､理念的には進学 ･職
業準備教育 ･職業専門教育のいずれにも対応
しうるとされてきたが､現実として､普/職
の分離と職業教育の多様化を押し止める論理
にはなりえなかった｡
1954年の教育課程審議会答申および1955年
の学習指導要領では､①選択科目･単位の減
少と必修科目･単位の増加､②普通科におけ
るコース制 (A～E)の導入などが図られ､
続く1960年の課程番､学習指導要領の改訂に
おいても､①必修科目･単位数の増加､②普
通科における基本類型 (A･B)､③進学/非
進学による科目種別 (A･B)､④職業科にお
ける専門科目の増加などが図られた｡一方､
学科の多様化も推進された｡1966年の中教審
答申 ｢後期中等教育の拡充整備について｣で
は､｢生徒の通性 ･能力･進路に対応するとと
もに､職種の専門的分化と新しい分野の人材
需要と即応するよう改善し､教育内容の多様
化を図る｣とした｡また､1967年の理産審答
申 ｢高等学校における職業教育の多様化につ
いて｣では､新学科と新設科目が多数示され
た｡
学科の多様化､教育課程の類型化 ･種別化
は､常に ｢生徒の適性 ･能力･進路に応ずる｣
という名目で推進される｡しかし､それは｢選
択科目制からコース制への移行は､教育課程
のあり方を､『個人の選択』に即応させること
から､『社会からの要請』に即応させることへ
と転換させる｣(5)ことを意味している｡また､
入学後の自由選択から入学時におけるコース
決定への変更は､高校進学率の上昇にともな
い､中学校における進路指導の変質と受験競
争の激化を促進したといえる｡
2.長野県における高等学校の量的拡大
(1)産業構造の変化と高校進学率
長野県の高校進学率 (図1参照､以下図表
は資料として末尾に示した)は､全国平均と
同様､新制高校発足後の緩やかな上昇に始ま
り､1955年に50%を越えて以降は急激な上昇
カーブを描いている060%､70%を越えたの
か1962年､1966年であり､1970年には80%を
突破した｡1950年代は年平均0.45%の上昇で
あったが､1960年代は2.29%､70年代は1.44
%の上昇であり､多様化の時期は高校進学率
の急上昇の時期と符合する｡
この背景の一つに長野県の産業構造の変動
があげられる｡産業別就業者割合 (図1)で
は､全国傾向と同じく､第1次産業の急速な
比重低下と､高度経済成長による第2･3次
産業の増加がみられた｡このことは､所得の
増加とともに生徒の職業 ･進路選択に大きな
影響を与え､進学率を大きく押しあげること
になった｡長野県の場合､その特徴である第
1次産業の比重の高さと第3次産業の低さ､
そしてその変動は高等学校の学科配置に影響
を与えたと思われる｡
(2)第一次ベビーブームとその対応
高校進学率を押しあげた要因に第一次ベビ
ーブームがある｡｢団塊の世代｣が高校進学に
到達したのが1963年から1965年にかけてであ
った｡県教委は1961年度に次のような急増対
策を立てている｡(6)
(7) 県立高等学校の新設は行なわず､学級
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増 ･定員増を行なう｡
(イ) 1学級定員は原則として50人を越えな
い｡
(?) 1学校の募集定員は最大の場合でも約
450人とする｡
(i) 学科別生徒比率は次の目標による｡
普通科 (61%)農業科 (10%)工業科
(15%)商業科 (10%)家庭科 (4%)
(オ) 公立全日制の志願率の伸び率を54.2%
として志願者を推定する｡
(カ) 公立全日制の入学率は83%として募集
予定定員を推定する｡
(キ) 学校別募集計画は4通学区ごとに地域
総合制の考え方で学科別に行なう｡
しかし､実際には県教委の推定を上回る志願
者が押し寄せ､入学率を回復することが困難
となり､また超過密学級 (例えば1963年度の
中野実業は1学級96人)も多数出現した｡(7)
第一次ベビーブームは､高校進学率を押しあ
げ､募集定員の大幅な増加を確保することに
なったが､それ以降拡大した間口は閉じられ
ることなく､その後の志願者を収容すること
になったのである｡しかし､その志願の志向
が職業科よりも普通科-大きく偏重しつつあ
るにもかかわらず､｢地域総合制｣の原則のも
とで既存の普/職のバランスが維持されたこ
とは､全国的傾向と同じく､中学校における
進学指導を偏差値輪切り指導-と変質させて
いく背景となり､学科の多様化-入り口の細
分化は､いわゆる学校間格差を助長すること
につながったと考えられる｡
(3)大学進学率と普/職の格差
図2によれば､長野県の大学進学率 (短大
等を含む)は全国に比べ低位であるが､その
推移は同様の傾向をたどっている｡1963年と
1965年に約2%上昇したほかは､毎年 1%前
後の上昇である｡しかし､普通科と職業科と
の比較では､全国の普通科が1957年から1969
年までに1.45倍の伸びを示しているのに対し
て､長野県は1.69倍とそれを上回り､職業科
の進学率も全国以上に伸びてはいるが､普/
職の格差を是正するほどの伸びではない｡ち
なみに､1957年度の進学状況では､県立の旧
制中学を継承 した普通科単独校の14校(8)だ
けで､全進学者の52.1%､4年制大学進学者
の70.9%を占めている｡新制高校発足当初か
ら大学進学の機会は､普通科と職業科におい
て格差が生じており､高校進学率の上昇が大
学進学率の上昇につながっていくけれども､
その格差の影響は､職業学科の多様化後の
1970年代の普通科増設の背景となったと思わ
れる｡
3.長野県の学科改廃と多様化
(1)学校数と生徒数の動向
新制高校として発足した79校のうち､県の
財政事情から即時に県立移管ができなかった
組合立高校は22校あったが､これらは漸次
1955年までに完全移管された｡また､1950年
から1953年にかけて､｢中等教育の空自地帯(9)
とされた地域に4校 (阿南 ･阿智 ･蘇南 ･白
局)が新設された｡生徒急増期の私立高校設
立もあわせて､とりあえず高等学校の配置､
整備が進んだのである｡しかし､旧制中学を
継承した高校では､総合制理念のもと商業科
を設置した3校 (屋代東 ･岡谷南 ･大町南)
が1960年までに普通科単独校へ逆戻 りし(10)､
1965年までに校名を戦前に復元した学校も5
校 (長野 ･屋代 ･飯田 ･上田 ･須坂)あった｡
こうした伝統-の回帰は､一方で県立移管の
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遅れた､あるいは新設された高等学校 (今日
その多くは ｢地域高校｣(ll)と通称されている
が)との格差を再認させていくことになった
と思われる｡
表3によれば､1950-60年代は､総合制高
校が減少し､普通科単独校が増加する時期で
ある｡公立高校が増設されないままのこうし
た傾向は､後述する学科の多様化が総合制を
切 り崩しながら達成されたことを意味する｡
すなわち学科の多様化は､普/職の分離と不
可分であった｡また､表 1の課程別生徒数割
合をみると､普/職の生徒比は､65:35をほ
ぼ維持しており､学科の多様化が職業科内部
の変化と細分化によって進行したことがうか
がえる｡
(2)学科の多様化
職業科の小学科の多様化は､先に触れた
1966年の中教審答申､1967年の理産審答申等
を出発点とする場合が多いが､実際の多様化
は､1960年代前半から始まり､これらの答申
はこの傾向を追認したという指摘がある｡(12)
高等学校に設置されている小学科の種類をみ
ると1964年で職業系89種類であったが､1966
年には218種類に急増し､1973年の257種類を
ピークとするまで増加し続けているo(13)
文部省は､1948年の ｢高等学校設置基準｣
において､農業9学科､工業15学科､商業 1
学科､家庭2学科を小学科として例示してい
たが､これらは戦前の実業学校に設置されて
いたものを踏襲するものであった｡1960年の
学習指導要領では､農業9学科､工業17学科､
商業 1学科､家庭4学科が例示され､1970年
のそれでは､農業10学科､工業21学科､商業
7学科､家庭 5学科が例示された｡各学科(課
程)とも多様化が図られたわけであるが､実
際に設置された学科種類 ･名称はそれをさら
に上回るものであった｡
学科の多様化とは､小学科の種類の拡大と
学科数の増加を意味する｡しかし､長野県の
場合､この時期の小学科の種類の増加は､工
業科 2種､農業科 3種､商業科と家庭科はゼ
ロであり､小学科が拡大したとはいえない｡
むしろ小学科数の増減に特徴がある｡表Zの
学科数割合によれば､工業科の比率は倍増し
全国を上回っているが､商業不斗はほぼ横ばい
で全国比率を大きく下回っている｡農業科も
横ばいで全国的傾向とは大きく異なっている
のである｡
4.各学科の動 向 と高校 の対応
(1)県産業教育審議会の動向
県下の高等学校の多様化に大きな役割を果
したのは､県教育委員会の諮問機関である｢産
業教育審議会｣である｡これは ｢産業教育振
興法｣において設置が求められたものであり､
1952年に県教委は同審議会を設置した｡委員
は10名とし､産業経済界2名､教育界4名､
勤労界2名､行政機関2名の構成であった｡
審議会の役割は､｢『産業教育振興法』に基づ
く国庫補助金の配分や､文部省産業教育研究
指定校､内地留学その他産業教育振興に関す
る諸事項を審議し､また､県教育委月会の産
業教育充実等に関する諸問題の諮問に対して､
県下の実態､県外の状況等を専門的に調査研
究する｣(14)ものであった｡職業学科の改廃や
職業教育のあり方に関する具体的な検討機関
であったが､この時期の重要な答申に1957年
の ｢県産業教育総合計画｣がある｡その概要
を以下に紹介する｡
①25校の農業高校を16校に縮小整備する｡
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農業就業者の需要の減少､現行の農業教
育の水準の改善ため､農業高校の大幅な
縮小と内容の充実を図る｡
a.南佐久実､東部､中野実､長野吉田､
坂城､北部､中条､梓川､辰野の9校の
農業課程の廃止
b.北佐久農の農産加工科､参科の林業科､
丸子実の農業土木科の廃止
C.須坂農の蚕業科の園芸科への転換
② 3校の工業課程を廃止し､2校の工業高
校を新設する｡
全国平均からみた工業課程生徒数､卒業
生への需要の増加から､現行の工業課程を
増し､工業高校の新設を考える｡
a.東信地区-上田千曲に工業化学､土木
を新設､佐久地区に工業高校 1校新設
b.北信地区-高水地区に工業高校 1校新
設
C.中信地区-松本工業に機械工作､電気
通信､土木､建築を増設
d.南信地区-飯田工業を全日制とし電気､
土木､建築の3科を新設
e.丸子実､臼田､飯田良姫の工業課程を
廃止
③5校の商業課程を増募､1校を廃止する｡
商業課程の整備は､他の課程と併設する
ことでは不可能であり､商業課程の一本
化を図る｡
a.上田千曲､中野実､穂高､辰野､飯円
長姫の各校を増募とこれに伴う課程の改
廃
b.岡谷南の商業課程の廃止
この答申内容の全てが具体化されたわけでは
ないが､1960年代の学科改廃を方向づけたと
考えられる｡また､1960年には ｢高等学校の
産業教育に関する学校および課程 ･学科の適
正配置等について｣､｢長野県高等学校入学志
願者増減対策に関する第 1次計画｣､1961年に
｢同第2次計画｣を答申している｡以下､各
学科の動向を分析していくが､紙幅の都合上､
工業､商業､農業の3学科 (課程)に留め､
家庭科は省略する｡
(2)工業科の動向
① ｢工業立県｣の施策
重化学工業を主軸とした高度経済成長期に
おいて､県は1952年に｢長野県工場誘致条例｣
を制定し､伝統的な地場産業 (繊維､木材加
工､食品加工など)に加え､疎開産業であっ
た精密機械､光学機器､電子工業や電気 ･電
力産業等の発展に重点を置いた｡1960年まで
に111工場､1961年～1964年に210工場が新設
された(15)｡
県内の工業生産の主力は､戦後の食料品 ･
繊維 ･木材の軽工業3業種から､1960年代後
半には電機 ･精密 ･機械の重工業 3業種へと
転換し､また､第2次産業就業者の割合も1950
年の15.1%から1970年には32.0%へ倍増した｡
しかし､県内工業科の生徒数割合は､1955年
で6%しかなく､全国の9%を下回っていた｡
こうした産業構造の変動に応ずる工業科のあ
り方には､その量と質の両面から大きな変革
が加えられた｡
②学校 ･生徒数の動向と小学科の改廃
工業科設置の高校は1952年で9校であった
が､1964年には16校に急増した｡小学科数も
18学科から37学科に倍増し､在籍生徒数も6
% (1955年)から11% (1970年)-増加した｡
この背景には､先の ｢総合計画｣を受けての､
工業高校の新設 ･転換があった｡新設校とし
ては､1959年に飯田工業(定時制から)､1964
年に駒ヶ根工業が新設され､北安曇農業が池
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田工業に (農業科募集停止-機械科 ･電気
料)､箕輪が箕輪工業に(普通科の一部-機械
科 ･電気科)転換され工業高校となった｡こ
のほか､中野実業では農業科を機械科に､岩
村田高校は普通科の一部を機械科に転換した｡
｢総合計画｣にあった北信地区､東信地区の
工業高校新設は､既設校の転換によって達成
されたのであるO
工業科の小学科は､1952年に7種類の小学
科を有していたが､その後､電子工業科､工
業家庭科が追加､紡績科が繊維工業科に変更
された｡小学科種自体の大幅な拡張は見られ
なかったが､小学科数は飛躍的に増加した0
1960年～1961年における機械科の増設と1963
年～1965年における電気科をはじめとする他
の小学不斗の増加が目立つ｡後者は､1963年に
始まる高校生急増対策によるところが大きく､
その受け皿と学科の需要をともに満たす意味
を含んでいたと思われる｡また､新設 ･転換
した工業高校や機械科を新設した高校-の追
加設置であり､工業科の地域配分を考慮した
設置計画であった｡
③学科設置学校の事例
ここでは蘇南高校の電気科の設置経緯(16)
を取り上げる｡蘇南高校電気科は1963年に1
学級､商業科とともに新設された｡
そもそも蘇南高校が所在する木曽南部地域
は､木曽北部もくしくは岐阜県への趨県入学
という厳しい環境に置かれており､｢中等教育
の空白地帯｣のひとつであった｡地元では､
戦後当初から高等学校の新設-の機運が高ま
っていたが､1947年に ｢蘇南高等学校設立期
成同盟会｣が南部6ヶ村によって結成された｡
その ｢設立請願書｣では､｢教育と産業との不
可分の関係より地方産業の振興と文化の向上
をEAり､もって木曽谷住民の生活の安定を図
る｣(17)という言葉どおり､地域の発電事業と
結び付いた電気科 (工芸科に含まれた)が要
望されていた｡その後､財政事情から5ヶ村
による組合立として発足し､学科も普通科の
みとして1953年に設立認可され､1957年に県
立移管した｡
生徒急増対策が話題になりつつある1961年
に､工業科に乏しい西筑摩郡において工業科
を設置すべきとの動きが出始める｡南木曽町
PTA連絡協議会では､商業科の独立と工業
科の新設､普通科の増募を県教委に陳情して
いる｡この中で木曽南部地域の入学率の低迷
を訴えながら､次のように電気科-の需要を
述べている｡
｢本郡はいわゆる近代科学工業地帯として
の立地条件は乏しいかもしれませんが･･そ
の地域の産業施設ということからすれば､
本郡のごときは県下最大の発電地帯であり
ます｡むしろそのような電気的関心から､
蘇南高校創立当初より地域全般に電気科設
置の要望が非常に強かったのであります｡
(中略)最後に産業教育審議会案において
はなるべ く総合制を避ける方針でありまし
て-総合制を避けるために通学至難の遠隔
地にそれぞれの施設を設けないということ
は､教育の機会を失わしめることになるの
でありまして､本地域のごとき僻遠地に所
在する学校においては､総合制を布 くのは
宿命とも申すべきものであります｡｣(18)
産業教育審議会の見地からすれば､工業科の
配置はできるだけ単独校を軸に行なうもので
あったが､蘇南高校は ｢総合制｣の見地から､
また地域に根ざした学科として電気科設置を
求めている｡学科の多様化が産業界主導で進
められたとはいえ､この場合は異質のケース
といえる｡
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(3)商業科の動向
商業科の改廃の特徴は､商業科設置の学校
を拡大しなかったことと､多様な小学科を設
置しなかったことであり､この点で商業科の
多様化は他学科とは異なる｡長野県の第3次
産業は､就業者比､純生産構成比ともに全国
平均を下回り､県内において第1次産業を上
回るのは1960年代後半であった｡この意味で､
それと連動した学科改廃の動きは鈍かったと
いえるであろう｡
商業科を設置した学校数､在籍生徒数割合
ともに低下しており､顕著な変草は見られな
い｡しかし､旧制中学系の3校 (大町 ･屋代
東 ･岡谷南)の商業科を廃止する一万､1952
年に須坂商工の工業科を廃止し､1955年には
小諸実業の工業科を廃止し､いずれも商業科
単独校とした (須坂商業､小諸商業へ改称)
こと､1969年には穂高の普通科を廃止して穂
高商業としたことは､総合制の解体による商
業科の分離と地域ごとの ｢適正配置｣を目指
したものといえる｡
また､小学科設置も多様化の観点からは消
極的であったといえる｡もともと他学科に比
して商業科の小学科種は少なかったが､それ
でも全国的には1960年代後半から20種近 く誕
生した｡ちなみに､隣県の岐阜県では､1970
年度で8種類の小学科が設置されていた｡(19)
1970年の学習指導要領では､商業､経理､事
務､情報処理､秘書､営業､貿易の7小学科
が例示されたが､長野県の場合､公立の商業
科の小学科は商業 1学不斗だけであり､多様な
小学科の設置は一部の私立高校で採用された
ものの､教育課程における類型による多様化
が図られた(20)のである｡
(4)農業科の動向
①農業人口の急減とその対応
長野県の第1次産業就業者割合は､終戦後
62.7%(1950年)と他を庄倒し､全国割合(48.5
%)を大きく上回っていたが､1960年代に入
ると就業者数､生産比ともに急速に低下する｡
また､農業生産の構成も米作 ･養蚕中心から
野菜 ･畜産 ･果実-と移行していく｡こうし
た農業人口や農業生産比の減少は全国的傾向
であるが､農業県である長野県の場合､農業
教育-＼の比重が高かっただけ農業科の変革も
大きかった｡この時期の農業科の多様化とは､
まず学科 ･学校の縮小であり､1980年以降の
特色ある学科づ くりへの移行期ととらえるこ
とができる｡
②学校 ･生徒数の動向と小学科の改廃
新制高校発足時 (1951年)に､農業科を設
置した高校は29校であった｡その成立の特徴
は､旧農学校と他の実業学校や高等女学校と
の統合 ･再編による発足であったこと､発足
時の設置主体は県立外､とくに組_合立が多か
ったこと(組合立他18校､県立11校)､普通科
や商業 ･家庭科を併置する ｢総合制｣であっ
たこと(農業単独11校､:他学科併置18校)で
ある｡組合立による条件整備の遅れや総合制
による学校運営の難しさは､農業科自体の｢基
盤の弱き｣となり､後の学科改廃の要因とな
ったと考えられる｡
1970年までに農業科 (課程)を廃止した学
校は10校であった｡このうち､4校 (犀峡 ･
坂城 ･東部 ･高遠)が普通科単独校となり､
4校 (中野実業 ･箕輪工業 ･池田工業･穂高)
が工業高校あるいは商業高校へと転換された｡
普通科志望の高まりや､県産審答申(1957年)
の方向にそった結果であったが､工業高校の
新設問題が県財政の逼迫により困難となり､
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既設の農業高校の転換によって解決されたと
いう側面がある｡また､廃止された10校のう
ち9校は､組合立から発足しており､地域自
治体の農業科への期待や愛着とは裏腹に､施
設 ･設備の充実 ･維持の困難さから廃止を余
儀なくされた面も見逃せない｡こうした廃止
校以外に､普通科を新たに併置した学校が5
校 (北部 ･長野吉田 ･坂城 ･上田東 ･穂高)
あったが､穂高高校を除き､すべてこの後普
通科単独校へ転換されていく｡農業科在籍生
徒割合の推移にも上述の結果が表われている｡
全国比を大きく上回っていた1955年から70年
までに6%も減少し､その分工業科､普通科
が増加した面がある.しかし､1970年でも全
国比を5%上回っていることは､70年以降も
農業科が改廃の対象となり続けていくことが
暗示されている｡
農業科の小学科数は､1960年まで他学科へ
の転換によって急減していく｡農業科､林業
科､農村家庭科など14小学科が廃止され､わ
ずかに園芸科 1学科のみ新設であったOこう
した縮小過程に変化が見られるのは1963年以
降である｡その変化とは､農業科､林業科､
蚕業科など伝統的学科から新しい学科 (園芸
科 ･食品加工 ･造園科 ･農業化学)への移行
や､女子進学者の急増対策として農村家庭不斗
から転換された生活科の増設であった｡小学
科の種類が拡大し､学科数の減少に歯止めが
かかったことは､農業科の多様化といえなく
もないが､生徒数の減少からすれば､それは
学科規模の縮小化という側面をもっていたの
である｡
③学科廃止学校の事例
ここでは参科高校の林業科の廃止経過をと
りあげる｡
参科高校は､戦前の組合立参科農学校と同
女千部 (旧参科家政女学校)を継承して組合
立参科高等学校として発足した｡県立移管運
動では､同じく組合立の望月高等学校との統
合による県立川西高等学校が構想されたが､
1952年に普通科､農業科､林業科を備えた県
立高校-移管された｡林業科新設にあたり､
1946年の学校組合会は設置の理由を次のよう
に述べている｡
｢北佐久郡の森林面積は30,254町歩であっ
て総面積の53.1%にあたり､耕地面積の比
率21.3%に比し､格段の差があることが認
められる｡(中略)農地改革後の今 日郡下に
おける農家の耕作面積一戸当り八反歩であ
り､且所有耕地五反歩かた-町歩の農家が
40%も占めていることを知る時､農家にお
ける､二､三男問題対策として､その必要
性を感じる｡(中略)生活水準を向上せ しめ
る方策としては､どおしても林業面の開発
発展以外に道がないことである｡｣(21)
林業科発足当時､参科高校は ｢理想的な形の
高校教育がおこなわれた｣(22)という｡固定通
学区制度の指定によって､地元3村出身の生
徒が75%を占め､農業後継者も多く､林業科
卒業生のうち林業関係-の就職 も50%を占め
る状況 (1952年)であった｡
しかし､1955年以降志願者数は漸減､1960
年には競争率0.4倍に低落し､農業後継者の入
学も激減した｡設置当初の見通しであった森
林開発による自立を困錐とした林業を取 り巻
く社会情勢の厳しさや､固定通学区の解除に
よる進学競争の激化と地元離れなどによって､
林業科は14年間で廃止を余儀なくされた｡参
科高校林業科の事例は､農業関連学科を廃止
した他の多くの高校にも通底している｡すな
わち､地元の期待､要望とともに誕生した学
科が､学区制の変更や普通科志向の高まり､
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そして何よりも地域自体の産業構造の変化に
よって､その存立基盤を失ったことである｡
むすびにかえて
1960年代に始まった長野県の高校教育の多
様化施策の特徴は､まず第一に､小学科の種
類の拡大よりも､職業学科内部の構成の変化
という側面が強かった点である｡工業科への
傾斜と農業科､家庭科の縮小が､普/職の構
成比を維持する中で行なわれたのである｡第
二に､総合制の解体による単独校化である｡
工業高校､商業高校 ともに極力新設校を抑え
つつ単独校化するには､既設学科の改廃､と
くに農業科の廃止をもって対処することとな
った｡第三に､農業科､工業科ともに小学科
数を維持あるいは増加させたことである｡工
業科の場合､生徒数の増加 と比例 しているが､
農業科は縮小過程における現状維持であり､
このことが各学科の条件整備 とどうむすびつ
いていったかは今後の課題である｡
高等学校の多様化施策は､産業構造の変化
によって生じた需要 (産業界)と供給 (高校
教育)のアンバランスを修正する意味合いを
もっていた｡それはまた､各高校が依拠した
地域の産業､生活の激変を反映した結果でも
あったo第1次ベビーブームによる高校進学
率の急上昇および高校教育の量的拡大と学科
の多様化とが相乗効果となって､高校教育の
多様化というヨコの広がりをもたらしたが､
同時にそれは学校間格差というタテの広がり
を助長することにもなった｡すでに学区制の
変更や大学進学率の上昇によって普通科志向
の高まりは起きていたが､多様化以後､この
問題が表面化してくるのである｡70年代以降
の動向は次稿の課題としたい｡本稿は､長野
県の学科改廃の動向を概略するに留まったが､
今回取 り上げなかった学区制の問題や､地域
と高校との関係､とくに学科改廃と地域の産
業 ･生活構造の変化との関係に関する事例分
析については､別の機会にとりあげたいと考
えている｡
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車斗廃止の一因としている (拙稿､前掲論文､
p.12)0
(5)飯恥告之､前掲書､p.240
(6)長野県教育委員会 『教育年報1962』､p.54｡
(7) 長野県教育委員会『長野県教育委員会三十年
史』長野県教育史刊行会､1980年､p.147-
p.1480
(8) 14校とは､松本探志､長野北､上田松尾､飯
田高松､諏訪活陵､大町南､野沢北､飯山北､
伊那北､松本県ヶ丘､屋代東､須坂西､木曽
西､岩村田､の各高校である｡
(9) 長野県教育委員会『長野県教育委員会三十年
史』､p.145｡
(10) 旧制中学系の総合制高校における商業科廃
止の経緯については､拙稿 (1)を参照された
い｡
(ll) ｢地域高校｣についての公的な定義はない
が､一般に｢地勢や交通の面から特殊な地域に
ある高校で､地域がその必要を認め設立､維持
に関わってきた高校｣といわれているo
(12) 佐々木享｢高校の学科構成の歴史の概要｣『名
西山 ●戦後地方における後期中等教育制度改革の展開 (2)
古屋大学教育学部紀要 第39巻 1号』1992年｡
(13) 佐々木享､前掲論文所収の表｢高等学校に設
置されている学科の種類の変遷｣によるo
(14) 『長野県産業教育100年史』長野県産業教育振
興会､1986年､p.1230
(15) 同上書､p.1120
(16) 蘇南高等学校三十年史編集委月会 『蘇南高校
三十年史』､1983年｡
(17)同上書､p.60
(18) 〝､p.66｡
(19) 水野清｢新制高等学校の制度理念と多様化政
策｣『岐阜経済大学論集第15巻第2号』1981年｡
(20)『長野県産業教育100年史』長野県産業教育振
興会､1986年､p.3500
(21) 長野県参科高等学校八十周年記念誌編集委
員会 『参科高等学校八十周年記念誌』1981年､
p.187-p.188｡
(2)同上書､p.1750
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図 1 高校進学率と産業別就葉書割合の推移
出所) F長野県産業教育100年史J1986年､長野県教育委鼻会 q教育年報A
より作成
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図 2 課程別進学率 (大学 ･短大他)の推移 (公立全日制)
出所)長野県教育委見会 『教育年報』､文部省 『学校基本調査』より作成
西山.戦後地~方における後期中等教育制度改革の展開 (2)
表 1 課程別生徒割合の推移 (公立全日制) (㌔)
13
1955年1956 1957 1958 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1967 1968 1969 1970
普 通 科 63,0 64.0 64.1 64.0 64.1 64.9 64.5 65.3 65 .8 66.2 66.2 65,9 65.7 65.5
(全国) 59.8 59.4 59.1 58.7 58.3 58.5 58.4 58.7 59.1 59.5 59.2 58.9 58.6 58.5
工 業 科 6.0 6.2 6.1 6.2 7.1 8.1 9.1 9.1 9.7 9.8 10,2 10.4 10.6 10.8
(全国) 9.2 9.2 9.1 9.3 10.2 10.9 11.7 12.2 12.2 12.3 12 .5 12.8 13.1 13.4
商 業 科 10.0 8.7 8.8 8.7 8.5 8.7 8.7 9.0 9.1 9.3 9.5 9.6 9.7 9.8
(全国) 14.3 14.7 15.5 16.0 16.5 16.5 16.5 16 .9 17.0 16.9 16.9 16.8 16.6 16.4
農 業 科 16.O ld.5 15.5 15.2 14.7 13.3 12.A ll.2 11.2 10.8 10.4 10.3 10.3 10.3
(全国) 7.8 7.6 7.3 7.1 6.9 6.2 5.9 5,4 5.3 5.2 5.3 5.3 5.3 5.3
家 庭 科 6;0 6.6 6.5 5.9 5.6 5.0 5.0 4.6 4.2 3.8 3.7 3.8 3.3 3.2
出所)長野県教育委鼻会 『教育年報』､文部省 『我が国の教育水準』1980年より作成
表 2 学科数 (小学科)割合の推移 (公立全日制) (㌔)
1955年1956 1957 1958 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1967 1968 1969 1970
普 通 科 I38.9 40.6 40.8 40 . 3 40.1 39.6 39.6 37.3 37.0 37.9 37.7 37.7 37.3 36.8
(全国) 45.0 45.5 45.6 45.0 45.0 45.1 4 5 .4 45.7 46.8 48.0 48,148.4 48.0 48.1
工 業 科 l l .4 11.9 12.0 12.5 15.0 18.1 18.1 21.1 21.8 22.4 22. 2 22.2 23.0 22 .7
(全国) 6.2 6.2 6.5 6.7 7.3 8.0 8.8 9.6 10.0 10.7 10.6 10.7 11.0 10.8
商 業 科 8.7 9.0 9.2 9.O 8.2 8.1 8.1 8.1 7.9 8.1 8.0 8.0 8.1 8.0
(全国) 12,0 12.5 13.0 13.6 14.2 14.5 14.9 15.2 15.5 15.6 16.3 16.3 16.3 16.5
農 業 科 28.2 26.6 26.8 27.1 25.9 24.8 24.8 25.5 25.5 25.0 25.3 25.3 25.5 26,4
(全国) 16.2 15.5 15.0 14.8 14.3 13.9 13.1 12.3 11.5 10.6 10.0 9.6 9.4 8.9
家 庭 科 12.8 11.9 11.3 11.1 10.9 9.4 9.4 8.1 7,9 6.8 6.8 6.8 6.2 6.1
(全国) 19.2 19.1 18.8 18.6 17 .8 17.3 16.6 15.9 15.5 13.5 12.6 12.1 11.8 11.6
出所)長野県教育委鼻会 『教育年報』､文部省 『学校基本調査』 ･『日本の教育統計』より作成
表 3 1950年代～60年代の学科改廃の展開 (普通科 ･工業科 ･商業科 ･農業相)
○設t ●脆止
※ ｢捻合制｣とは甘通事斗を含むことをいう
普 投 書 学 校 数過 ○北部 ○蘇南 ○長野鼻 ○上田東 ○白馬 ○長野第二市立 ●穂高
料 ○阿智 ○坂城 ●北安A
工#料 設 正 学 校 数 9- . .-8-. --.9 14-- -..15.-.16-.
●小諸実 ○飯田工○岩村田 ○蘇南 ○駒ヶ根工
○中野実
○池田工
○箕輪○赤穂
小芋料内釈 lI∫学 科 放下 ~ー-a…t 気:I 薬 化 学巨 木建 策栃 は木 材 工 芸子 手工 手 平 め 18... -.17.--.. .l8..-22--27........-.34-..36-, ....37--
●小指実 ○飯田工○岩村田 ○駒ヶ根工
○中野実
○池田工
○実損○赤津
2.....- -..-..-...31.....5... .......l0.-.-ll.-..
○上田 ○坂田工 ○岩村田○駒ヶ根工
千曲 ○岡谷工 ○中野実
○池田工
○箕輪
〇位南
○駒ヶ根工
○中野実
○池田工
1○池田I-
商 設 t 学 校 数 15... .l3-. .12- .13.-.莱 ●大町 ●岡谷南 ○蘇南
■･.･ー
J1
?? ?
? ????? ? ? ?? ?????? ?? ? ??
? ?? ? ?
???? ? ? ? ?? ? ? ? ??????????? ? ? ?????
???
?? ? ?
1952 1953 1955 J956 1957 1958 1960 1961 1962 1963 1964
∫辛料 投 al学 校 放
●穂高 ●中箕輪●高遠 ●東部 ●赤 緑
●犀峡 ●坂 城
小 学 科 数 50....46..-42.-.38.日.- 川.39..-38.--37-. ..-41..-42..
′ト学料 lA 業IJlt 集恒 家 庭い 産 加 工 28-.-.----.27--25---24-. -.23-- -.20-..
●捷高 ●中箕輪●高遠 ● 東部 ●赤穂
●犀峡 ●坂城
●池田工
●
●臼田 ●高遠 ●学科
●更級JA●北佐A ○上伊農○下伊農
●中条 ●北部 〇両安貞○北佐農
●雨蛙LR●桔梗ケ原 ○更級農○富士見
○須坂園芸
内訳 一Jは # 土 歪l蚕 業Z園 芸匿 化 塁
○上伸農
+須坂Eil芸
1○ 須坂園芸... ...-2...-.3.-
〇両安貞○更級農
総 合 制 高 校 数 32---.--.-29.-.25..--.--.24--.25.-.27----23--.24--23-.
出所)長野県教育委員会 『教育午報』より作成
